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△ 消費税法基本通達の改正

Q ■
■ 消費税法基本通達が改正されたそうで

すが、内容を教えてください。

A ●
● 企業組織再編税制に関連する改正が主

な内容です。

【解説】

国税庁はこのほど、消費税法基本通達の一

部を改正しました。今回の改正の主な内容は、

平成13年度の改正で導入された企業組織再

編税制に対応したものです。

具体的には、「分割があった場合の課税事

業者選択届出書の効力等」では、分割法人が

提出した課税事業者選択届出書の効力は、分

割承継法人には及ばないと規定し、そのうえ

で、分割承継法人が課税事業者となるには、

新たに課税事業者選択届出書を提出しなけれ

ぱならないとしています。

また、「分割等があった場合の納税義務」

では、分割等が行われた日の属する事業年度

と翌事業年度において、新設分割親法人の基

準期間の課税売上高が3千万円を超えた場合、

新設分割子法人の納税義務は免除されないこ

とし、新設分割親法人の納税義務は、新設分

割親法人の基準期間の課税売上高によって判

定することとしています。

その他、「新たに設立された法人の最初の

課税期間開始の日」、「分割があった場合の

課税期間特例選択届出書の効力等」、「合併

法人等が簡易課税制度を選択する場合の基準

期間の課税売上高の判定」、「合併・分割が

あった場合の簡易課税制度選択届出書の効力

等」等多項目にわたって改正されています。
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